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地域課題解決型先端サービス実装化支援事業 

（地域企業等支援型） 

 

収支予算書の作成方法の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例１】 

企業Ａが申請者となり、単独で補助事業を実施する場合 

【例２】 

団体Ｂが申請者となり、Ｂの構成員であるＣ社、Ｄ社、Ｅ社が 

それぞれ補助事業を実施する場合 



第 11号様式（第３条関係） 
 

収 支 予 算 書（ 地 域 企 業 等 支 援 型 ） 
 

申請者名または補助事業を実施する者の名称    株式会社○○                        
 
収入の部                               単位：円 

科  目 予 算 額 摘  要 

市補助金 2,000,000  

自己資金 430,000  

その他 0  

計 2,430,000  

※合計欄は、支出の部の合計欄（上段）の金額と一致するように記載すること 
※市補助金は、補助金の交付を希望する額（最大 2,000,000円、消費税及び地方消費税は 
補助対象外）を記載すること。 

 

支出の部                               単位：円 

経費区分 予 算 額 摘  要 

進出企業等が提供する先端

サービスの導入に要する経

費 

1,400,000        ・○○サービスの利用料 

800,000円 

・○○アプリ環境利用料 

       600,000円    （1,272,728） 

進出企業等が提供する先端

サービスを導入して行う課

題解決や地域経済活性化等

の取組に要する経費 

1,000,000   

・○○サービスを活用した

イベント開催費用（広告

料、会場使用料、アルバイ

トスタッフ人件費等） 

       400,000円 

・○○サービス実証モニタ

ー謝礼  5,000円×30人 

＝150,000円 

・実証モニター配布用タブ

レットレンタル代 

 5,000円×30台×3か月 

       ＝450,000円 

（909,091） 

その他の経費 
30,000  事務用品等（郵送費、事務用

品購入代、振込手数料 等） （27,273） 

計 
2,430,000  

 
（2,209,092） 

※ 各項目の上段には、消費税及び地方消費税の税込額を、下段には税抜額を記載すること。 

※ 補助対象か補助対象外かに関わらず、補助事業に係るすべての経費を記載すること。 

※ 補助対象経費は、不動産などの資産形成につながるものや、汎用性が高く、補助事業の実施に 

 直接必要かどうか判別が不明確なものは除き、補助事業に支出した金額を証拠書類によって確   

認できるものに限る。(書類受理後に市の審査を経て、各経費が補助対象か補助対象外かを決定。) 

※ 複数の法人等を構成員とする法人並びに実施要綱第３条の２第１項第２号又は第３号に規定 

する団体にあっては、当該法人並びに当該団体に加え、各構成員のうち、補助事業を実施するす

べての者が各々の収支予算書を作成すること。 

【例１】 企業Ａが申請者となり、単独で補助事業を実施する場合 
補助対象経費は「税抜」の金額が対象

となります。 



第 11号様式（第３条関係） 

 

収 支 予 算 書（ 地 域 企 業 等 支 援 型 ） 

 

申請者名または補助事業を実施する者の名称  ○○実行委員会            

 

収入の部                                  単位：円 

科  目 予 算 額 摘  要 

市補助金 1,072,730  

自己資金 107,270  

その他 0  

計 1,180,000  

※合計欄は、支出の部の合計欄（上段）の金額と一致するように記載すること 

※市補助金は、補助金の交付を希望する額（最大 2,000,000円、消費税及び地方消費税は 

補助対象外）を記載すること。 

 

支出の部                                 単位：円 

経費区分 予 算 額 摘  要 

進出企業等が提供する先端サー

ビスの導入に要する経費 

880,000  ・○○サービスの利用料 

880,000円   （800,002） 

進出企業等が提供する先端サ

ービスを導入して行う課題解

決や地域経済活性化等の取組

に要する経費 

300,000  ・実証実験モニター募集 

新聞広告掲載費 

  300,000円 （272,728） 

その他の経費 
0  

 
（0） 

計 
1,180,000  

 
（1,072,730） 

※ 各項目の上段には、消費税及び地方消費税の税込額を、下段には税抜額を記載すること。 

※ 補助対象か補助対象外かに関わらず、補助事業に係るすべての経費を記載すること。 

※ 補助対象経費は、不動産などの資産形成につながるものや、汎用性が高く、補助事業の実施

に直接必要かどうか判別が不明確なものは除き、補助事業に支出した金額を証拠書類によっ

て確認できるものに限る。(書類受理後に市の審査を経て、各経費が補助対象か補助対象外か

を決定。) 

※ 複数の法人等を構成員とする法人並びに実施要綱第３条の２第１項第２号又は第３号に規定 

する団体にあっては、当該法人並びに当該団体に加え、各構成員のうち、補助事業を実施す

るすべての者が各々の収支予算書を作成すること。  

【例２】 団体Ｂが申請者となり、Ｂの構成員であるＣ社、Ｄ社、Ｅ社がそれぞれ補助事業を実施する場合 

補助対象経費は「税抜」の金額が対象となります。 

※団体 B 全体 

の収支予算 



第 11号様式（第３条関係） 

 

収 支 予 算 書（ 地 域 企 業 等 支 援 型 ） 

 

申請者名または補助事業を実施する者の名称  ○○株式会社            

 

収入の部                                  単位：円 

科  目 予 算 額 摘  要 

市補助金 590,910  

自己資金 59,090  

その他 0  

計 650,000  

※合計欄は、支出の部の合計欄（上段）の金額と一致するように記載すること 

※市補助金は、補助金の交付を希望する額（最大 2,000,000円、消費税及び地方消費税は 

補助対象外）を記載すること。 

 

支出の部                                  単位：円 

経費区分 予 算 額 摘  要 

進出企業等が提供する先端サー

ビスの導入に要する経費 

500,000  ・○○サービスの利用料 

500,000円   （454,546） 

進出企業等が提供する先端サ

ービスを導入して行う課題解

決や地域経済活性化等の取組

に要する経費 

150,000  ・実証実験モニター募集 

新聞広告掲載費 

  150,000円 （136,364） 

その他の経費 
0  

 
（0） 

計 
650,000  

 
（590,910） 

※ 各項目の上段には、消費税及び地方消費税の税込額を、下段には税抜額を記載すること。 

※ 補助対象か補助対象外かに関わらず、補助事業に係るすべての経費を記載すること。 

※ 補助対象経費は、不動産などの資産形成につながるものや、汎用性が高く、補助事業の実施

に直接必要かどうか判別が不明確なものは除き、補助事業に支出した金額を証拠書類によっ

て確認できるものに限る。(書類受理後に市の審査を経て、各経費が補助対象か補助対象外か

を決定。) 

※ 複数の法人等を構成員とする法人並びに実施要綱第３条の２第１項第２号又は第３号に規定 

する団体にあっては、当該法人並びに当該団体に加え、各構成員のうち、補助事業を実施す

るすべての者が各々の収支予算書を作成すること。 

  

※構成員 C社 

の収支予算 

【例２】 団体Ｂが申請者となり、Ｂの構成員であるＣ社、Ｄ社、Ｅ社がそれぞれ補助事業を実施する場合 

補助対象経費は「税抜」の金額が対象となります。 



第 11号様式（第３条関係） 

 

収 支 予 算 書（ 地 域 企 業 等 支 援 型 ） 

 

申請者名または補助事業を実施する者の名称  ○○株式会社            

 

収入の部                                  単位：円 

科  目 予 算 額 摘  要 

市補助金 409,092  

自己資金 40,908  

その他 0  

計 450,000  

※合計欄は、支出の部の合計欄（上段）の金額と一致するように記載すること 

※市補助金は、補助金の交付を希望する額（最大 2,000,000円、消費税及び地方消費税は 

補助対象外）を記載すること。 

 

支出の部                                  単位：円 

経費区分 予 算 額 摘  要 

進出企業等が提供する先端サー

ビスの導入に要する経費 

300,000  ・○○サービスの利用料 

300,000円   （272,728） 

進出企業等が提供する先端サ

ービスを導入して行う課題解

決や地域経済活性化等の取組

に要する経費 

150,000  ・実証実験モニター募集 

新聞広告掲載費 

  150,000円 （136,364） 

その他の経費 
0  

 
（0） 

計 
450,000  

 
（409,092） 

※ 各項目の上段には、消費税及び地方消費税の税込額を、下段には税抜額を記載すること。 

※ 補助対象か補助対象外かに関わらず、補助事業に係るすべての経費を記載すること。 

※ 補助対象経費は、不動産などの資産形成につながるものや、汎用性が高く、補助事業の実施

に直接必要かどうか判別が不明確なものは除き、補助事業に支出した金額を証拠書類によっ

て確認できるものに限る。(書類受理後に市の審査を経て、各経費が補助対象か補助対象外か

を決定。) 

※ 複数の法人等を構成員とする法人並びに実施要綱第３条の２第１項第２号又は第３号に規定 

する団体にあっては、当該法人並びに当該団体に加え、各構成員のうち、補助事業を実施す

るすべての者が各々の収支予算書を作成すること。  

※構成員 D社 

の収支予算 

【例２】 団体Ｂが申請者となり、Ｂの構成員であるＣ社、Ｄ社、Ｅ社がそれぞれ補助事業を実施する場合 

補助対象経費は「税抜」の金額が対象となります。 



第 11号様式（第３条関係） 

 

収 支 予 算 書（ 地 域 企 業 等 支 援 型 ） 

 

申請者名または補助事業を実施する者の名称  有限会社○○            

 

収入の部                                  単位：円 

科  目 予 算 額 摘  要 

市補助金 72,728  

自己資金 7,272  

その他 0  

計 80,000  

※合計欄は、支出の部の合計欄（上段）の金額と一致するように記載すること 

※市補助金は、補助金の交付を希望する額（最大 2,000,000円、消費税及び地方消費税は 

補助対象外）を記載すること。 

 

支出の部                                  単位：円 

経費区分 予 算 額 摘  要 

進出企業等が提供する先端サー

ビスの導入に要する経費 

80,000  ・○○サービスの利用料 

80,000円   （72,728） 

進出企業等が提供する先端サ

ービスを導入して行う課題解

決や地域経済活性化等の取組

に要する経費 

0  

 

（0） 

その他の経費 
0  

 
（0） 

計 
80,000  

 
（72,728） 

※ 各項目の上段には、消費税及び地方消費税の税込額を、下段には税抜額を記載すること。 

※ 補助対象か補助対象外かに関わらず、補助事業に係るすべての経費を記載すること。 

※ 補助対象経費は、不動産などの資産形成につながるものや、汎用性が高く、補助事業の実施

に直接必要かどうか判別が不明確なものは除き、補助事業に支出した金額を証拠書類によっ

て確認できるものに限る。(書類受理後に市の審査を経て、各経費が補助対象か補助対象外か

を決定。) 

※ 複数の法人等を構成員とする法人並びに実施要綱第３条の２第１項第２号又は第３号に規定 

する団体にあっては、当該法人並びに当該団体に加え、各構成員のうち、補助事業を実施す

るすべての者が各々の収支予算書を作成すること。 

 

※構成員 E社 

の収支予算 

【例２】 団体Ｂが申請者となり、Ｂの構成員であるＣ社、Ｄ社、Ｅ社がそれぞれ補助事業を実施する場合 

補助対象経費は「税抜」の金額が対象となります。 


